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事件番号 ：平成２０年（ワ）第２３４８号

事件名 ：損害賠償請求事件

H21.10.8裁判年月日 ：

裁判所名 ：京都地方裁判所

部 ：第４民事部

結果 ：一部認容

判示事項の要旨：

被告会社が被告木津川市から請け負った川の除草作業において，被告会社代表者

からの指示で一旦待避した後，川底に戻った被告会社従業員が，水位の急激な上昇

によって流され死亡したことについて，被告会社には，河川における作業の危険性

， ，を十分には理解していなかった上記従業員に対し 岸上への待避を指示しただけで

待避の理由を説明することなく，しかも，待避解除の指示があるまで待避するべき

ことを具体的に指示することがなかった過失がある（ただし，上記従業員にも，待

， 。） ，避解除の指示を受けていないにもかかわらず 川底に戻った過失がある として

上記従業員の相続人である原告らの被告会社に対する民法７０９条に基づく損害賠

償請求を，３割の過失相殺減額を行って，一部認容する一方，被告木津川市には，

注文主として被告会社に対する注文又は指図について過失はないとして，原告らの

被告木津川市に対する民法７１６条に基づく損害賠償請求は棄却した事案

主 文

１ 被告有限会社谷口工業は，原告ａに対し，１３２２万２１４５円及びこれに

対する平成１９年７月２６日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払

え。

２ 被告有限会社谷口工業は，原告ｂに対し，１９０１万３２０５円及びこれに

対する平成１９年７月２６日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払
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え。

３ 原告らの被告有限会社谷口工業に対するその余の請求及び被告木津川市に対

する請求をいずれも棄却する。

４ 訴訟費用は，原告ａに生じた費用の４分の３，被告有限会社谷口工業に生じ

， ，た費用の４分の１ 被告木津川市に生じた費用の２分の１を原告ａの負担とし

原告ｂに生じた費用の８分の５，被告有限会社谷口工業に生じた費用の８分の

１，被告木津川市に生じた費用の２分の１を原告ｂの負担とし，原告ａに生じ

た費用の４分の１，同ｂに生じた費用の８分の７，被告有限会社谷口工業に生

じた費用の８分の５を被告有限会社谷口工業の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

被告らは，連帯して，原告ａ及び原告ｂに対し，それぞれ２５０２万０１５

３円及びこれに対する平成１９年７月２６日から支払済みまで年５分の割合に

よる金員を支払え。

第２ 事案の概要

１ 本件は，被告有限会社谷口工業（以下「被告会社」という ）が，被告木津。

川市の公共工事（河川の除草作業）を請け負い，原告らの子であるｃが被告会

社の従業員として上記除草作業に従事していて死亡した事故について，原告ら

が，①被告会社に対しては，労働契約上の安全配慮義務を怠ったとして民法４

１５条に基づき，または，不法行為上の注意義務を怠ったとして民法７０９条

に基づき，また，②被告木津川市に対しては，上記除草作業の注文又は指図に

つき過失があったとして，民法７１６条に基づき，連帯して損害の賠償及びこ

れに対する上記事故の発生日である平成１９年７月２６日から支払済みまで民

法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求めた事案である。

２ 当事者間に争いのない事実など

( ) 当事者等1
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ア 原告ａ及び原告ｂは，ｃ（昭和５９年５月２６日）の父母であり，ｃが

平成１９年７月２６日に死亡したことにより，ｃの権利義務を各２分の１

の割合で承継した（甲３，１５ 。）

イ 被告会社は，木津川市内に本店を置く，管工事の請負，土木工事の請負

等を目的とする株式会社（特例有限会社）であり，主として上下水道工事

の請負を行っている。ｄは，昭和５６年にｅの屋号で事業を始め，平成１

２年に法人成りして被告会社を設立し，被告会社の代表取締役を務めてい

る。ｆ（昭和２９年７月２６日生）は，昭和５６年から現在までｅついで

被告会社に勤務する従業員である。ｃは，中学校卒業後工務店等で稼働し

， ，た後 平成１３年から平成１６年まで被告会社にアルバイトとして稼働し

原告ａが営む左官業の手伝いをした後，平成１９年２月から被告会社に正

社員として勤務していた（甲２４，乙Ｂ４ 。）

エ 被告木津川市は，河川法１００条に基づく準用河川である甲川を管理す

る地方公共団体である。ｇは，被告木津川市の建設部管理課河川公園維持

係の係長であり，ｈは，同係の主任である（乙Ａ１９ 。）

( ) 請負契約の締結2

ア 被告会社は，被告木津川市が平成１９年６月２１日に執行した「甲川及

び乙川除草作業 （以下「本件工事」という ）の入札（以下「本件入札」」 。

という ）に参加し，入札額が最低制限価額を上回り，かつ，参加者の入。

札額中最低額であったことから，落札人となった（甲１，乙Ａ１５ 。被）

告会社は，同月２７日，被告木津川市との間で「甲川及び乙川除草作業」

の請負契約（以下「本件請負契約」という ）を締結した（乙Ａ３ 。本。 ）

件入札及び本件請負契約の内容は，概ね，以下のとおりである。

イ 本件入札の概要

(ｱ) 名称 甲川及び乙川除草作業

(ｲ) 執行 平成１９年６月２１日午前１１時００分
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(ｳ) 落札金額 １５７万５０００円（消費税相当額を含む ）。

(ｴ) 予定価格 １９２万８８５０円（消費税相当額を含む ）。

(ｵ) 最低制限金額 １２７万７８５０円（消費税相当額を含む ）。

(ｶ) 落札率 ８１．６５パーセント

ウ 本件請負契約の概要

(ｱ) 工事名 甲川及び乙川除草作業

(ｲ) 工事場所 木津川市相楽他地内

(ｳ) 工期 平成１９年６月２８日から同年１１月１６日まで

(ｴ) 請負代金 １５７万５０００円（うち消費税７万５０００円）

( ) 次の事故が発生した（以下「本件事故」という 。3 。）

ア 発生日 平成１９年７月２６日

イ 事故現場 淀川水系甲川の丙線丁駅南西約１００メートル付近

（以下「本件事故現場」という ）。

ウ 関係者 ｄ，ｆ及びｃ

エ 事故態様 甲川における除草作業の実施中，甲川の川底にいたｆ

及びｃが水位の上昇により下流に流され，ｃが死亡した

（詳細については争いがある 。。）

３ 争点

( ) 本件事故態様1

( ) 被告会社の注意義務違反（安全配慮義務違反）の有無2

( ) 被告木津川市の注文・指図について過失の有無3

( ) 被告木津川市の過失とｃの死亡との間の因果関係の有無4

( ) 過失相殺の可否5

( ) 原告らの損害6

４ 争点に関する当事者の主張

( ) 争点( )（本件事故態様）について1 1
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（原告らの主張）

ア 平成１９年７月２６日午前から，ｆ及びｃは，ｄの指示の下，甲川周辺

の除草作業を行っていた。

， ， 。イ 同日午後１時３０分ころ ｆ及びｃは 甲川の川底の除草作業を始めた

その時点における甲川の水位は，平常どおり，約２０ないし２５センチメ

ートルであった。

ウ 同日午後２時過ぎころ強い雨が降り始めたことから，ｆ及びｃは，ｄの

指示で，一旦除草作業を中断し，甲川の川底から岸上に上がった。ｆ及び

ｃは，その数分後雨が小降りになったことから，川底の中州に置いてあっ

た道具を引き上げるために再度川底に降りた。その時点における甲川の水

位も，平常の水位と変わりなかった。

エ 同日午後２時１０分ころ，ｆ及びｃが川底から岸上に上がろうとした矢

先，突然，甲川の上流から高さ１メートルを超える鉄砲水が押し寄せ，ｆ

及びｃは，下流に流された。甲川の水位は，急速に上昇して短時間に約２

メートルに達した。

オ ｆは，約３００メートル下流に流された後，救出されたが，ｃは，流さ

れてから約１時間後に約１．２キロメートル下流で発見され，溺死により

死亡した。

（被告会社の主張）

ア 原告らの主張アないし同ウは認め，同エオは否認する。

イ 平成１９年７月２６日午後２時５分ころ，ｆ及びｃが，別紙図面１（被

〔 〕 ） ，告会社第１準備書面 平成２１年１月９日付け ３枚目 のＡ地点付近で

甲川の川底で除草作業に従事していたところ，雨が降り始めた。

ウ 同日午後２時８分ころ，ｄは，ｆ及びｃに対し，同図面のＢ地点付近か

， 。 ， ，ら 手振りで川から上がるよう指示をした ｆ及びｃは ｄの指示に従い

岸上に上がり，約１０分間，同図面のＣ地点付近で待機したが，道具を川
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底に置いたままであった。ｄは，同図面のＤ地点付近で待機していた。

エ 同日午後２時１８分ころ，雨が小降りになったため，ｆは，ｄの許可を

得ないまま，ｃに対し 「自分が取ってくるからお前は待っていろ」と指，

示して，川底に降りた。このとき，ｃも，ｆの指示に従わず，ｆに続いて

川底に降りた。

オ 同日午後２時２０分ころ，ｆ及びｃが道具を持ち上げたとき，甲川の上

流の水位が上がるのが見え，一気に鉄砲水が押し寄せ，ｆ及びｃが下流に

流された。

カ 同日午後２時２０分ないし２１分ころ，ｄは，同図面のＤ地点で竹竿を

ｆ及びｃに差し出し，ｆ及びｃは，これに掴まったが，ｆは，ｄを引き込

みそうであったことから，自ら手を離し，間もなくｃも手が離れ，再び流

された。

キ 同日午後２時２１分ないし２２分ころ，ｆは，同図面のＥ地点で二練梯

子に掴まったが，後から流されてきたｃを助けるため，手を離した。

ク ｄは，流されていくｆ及びｃを追い掛け，同日午後２時２３分，同図面

のＦ地点付近で被告会社の事務所に携帯電話をかけ，消防署に連絡をする

よう指示した。

ケ その後，ｆは，自力で岸上にはい上がったが，ｃは，同日午後３時１５

， ． ， ，分ころ １ ２キロメートル下流で発見され ｉ病院に救急搬送されたが

同日午後３時４５分ころ，同病院において死亡が確認された。

（被告木津川市の主張）

不知

( ) 争点( )（被告会社の注意義務違反〔安全配慮義務違反〕の有無）の主張2 2

（原告らの主張）

ア 被告会社は，本件事故当時，ｃを雇用していたのであるから，ｃに対し

て，労働契約上の安全配慮義務（具体的には，労働者が労務提供のため設
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置する場所，設備もしくは器具等を使用し又は使用者の指示のもとに労務

を提供する過程において，労働者の生命及び身体等を危険から保護するよ

う配慮すべき義務）を負っていた。

イ 本件では，本件事故当時，ｆ及びｃが除草作業を行っていた場所は，護

岸の高さが約３ないし４メートルあり，梯子がなければ川底から岸上に上

がることができない状態であった。それゆえ，被告会社は，ｆ及びｃが川

底で除草作業を行っている場合において，強い雨が降ったときには，すぐ

さま同人らに対し，川底における作業の中止と岸上での待機を命じ，水位

の危険な上昇がないことを確認するまでは，同人らが川底に降りることを

制止するべき注意義務があった。

ウ しかるに，ｄ（被告会社代表者）は，上記注意義務を怠った過失が認め

られる。

エ したがって，被告会社が，民法４１５条又は７０９条の責任を負うこと

は明らかである。

（被告会社の主張）

ア 原告らの主張アないしウを否認し，同エは争う。

イ 被告会社が，一般的に労働者に対して安全配慮義務を負っていることは

認める。しかしながら，本件事故当日，ｆ及びｃは，ｄが川底から待避の

指示を出したことを受けて川底から岸上に上がり，その後，ｄが待避解除

の指示を出していないにもかかわらず，再び川底に降りて本件事故に遭っ

た。しかも，ｆ及びｃが川底に再び降りているのを認めた直後に，本件事

故が発生したため，ｆ及びｃに再度待避の指示を出す時間的余裕がなかっ

た。

ウ したがって，被告会社が，民法４１５条又は７０９条の責任を負うこと

はない。

( ) 争点( )（被告木津川市の注文・指図について過失の有無）の主張3 3
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（原告らの主張）

ア 請負契約の注文者は，注文又は指図についてその注文者に過失があった

ときは，請負人がその仕事について第三者に加えた損害を賠償する責任を

負う。注文者が請負人に対する損害防止措置の指示を怠った場合は，注文

又は指図について過失があるものというべきである。

イ 本件事故現場である甲川は，平時の水位は，２０ないし２５センチメー

トルである。しかし，本件事故当時，強い雨が降り，一旦小雨となった数

分後に，鉄砲水のごとく短時間に水位は２メートルまで上昇した。

このように，甲川の水位が急激に上昇した原因は，甲川上流の丁ニュー

タウン開発にある。すなわち，甲川上流の宅地開発により，雨水が地中に

浸透することなく，暗渠等の排水設備を通じて甲川に直接流れ込むように

なったため，甲川流域に強い雨が降った場合，一定の時間差の後，甲川に

鉄砲水が発生する危険性が高まった。

ウ 被告木津川市は，甲川の危険性（降雨の後，急激に水位が上昇する可能

性が高いこと）を知っていたか，又は，容易に予測し得た。その理由は，

以下のとおりである。

(ｱ) 甲川は，木津川市が管理している河川である。

(ｲ) 木津川市管理課の担当者が，新聞記者の取材に対して 「甲川は上流，

部が宅地化され，雨が降ると地中に浸透せずに流れ込むため，急激に水

が上昇する」旨回答している。

(ｳ) 平成９年７月１３日，本件事故現場と同一の場所で，大雨による増水

から右岸側ブロック積護岸が約５８メートルにわたって崩壊し 以下 本（ 「

件護岸崩壊事象」という ，木津川市（平成９年当時，木津川町）に。）

よって復旧工事が行われた。

エ したがって，被告木津川市は，被告会社に対し，本件工事を実施する前

に，甲川の危険性（降雨の後，急激に水位が上昇する可能性が高いこと）
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について告知するなど，本件工事の従事者に被害が及ばないような措置を

講ずるべき注意義務があった。

オ しかるに，ｈとｄとの間で，本件工事の作業範囲等に関する打合せがな

された際，ｈは，甲川の危険性について何ら説明をしなかった。

カ したがって，被告木津川市は，民法７１６条又は７０９条に基づき，本

件事故に関し，ｃに生じた損害を賠償するべき義務を負う。

キ 被告木津川市の主張イウエを争う。

(ｱ) 被告木津川市には，本件事故の予見可能性があった。

本件事故の原因から推測すると，過去に本件事故現場付近で鉄砲水が

発生していないものとは考えにくいが，仮に，過去，本件事故現場付近

で鉄砲水が発生していなかったとしても，被告木津川市には本件事故の

予見可能性があった。その理由は，以下のとおりである。

甲川の流域に丁ニュータウンの開発が開始されたのは平成元年前後か

らであり，大規模な宅地開発が一気に完成したものではなく，約２０年

前から徐々に緑の丘陵地が宅地に変更され，最終的に鉄砲水が発生する

ほどに甲川流域全体の保水力が失われていった。すなわち，甲川におけ

る鉄砲水発生の危険性は，徐々に高くなっていき，本件事故当時におい

ては，上記危険性が極めて高くなっていた。したがって，仮に過去に本

件事故現場付近で鉄砲水が発生していなかったとしても，被告木津川市

には本件事故発生の予見可能性があった。

(ｲ) 被告木津川市には，本件事故発生の結果回避可能性があった。

ｄが，ｆ及びｃに対して岸上へ上がるよう指示したのは，鉄砲水の発

生を想定したからではない。また，ｆ及びｃは，生命に対する差し迫っ

た危険を回避するために，上記指示に従ったものではない。

， （ ） ， （ ，被告木津川市が 被告会社 ｄ に対して 甲川の危険性 降雨の後

急激に水位が上昇する可能性が高いこと）を説明していれば，ｄは，鉄
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砲水の発生を想定して，ｆ及びｃに対し，再度川底に入ることのないよ

う厳命した可能性が高いし，ｆ及びｃもｄの指示・命令の有無に関わら

ず，生命の危険を冒してまで高価ではない道具を取るため再度川底に降

りることはなかった。したがって，被告木津川市には，本件事故発生の

結果回避可能性があった。

(ｳ) 被告木津川市は，本件工事に関する事故防止のための注意義務を尽く

していない。

個々具体的な現場特有の危険性がある場合，又は現場特有の危険性が

予見できる場合には，注文者は，現場特有の危険性に則した具体的な災

。 ， ，害防止措置の指示を行うべきである 被告木津川市は 被告会社に対し

土木工事における請負人の一般的な注意義務について記載しているに過

ぎない共通仕様書を交付しただけであるから，本件工事に関する事故防

止のための注意義務を尽くしているとはいえない。

（被告木津川市の主張）

ア 原告の主張アないし同オは否認し，同カは争う。

イ 被告木津川市には，本件事故発生の予見可能性がない。その理由は，以

下のとおりである。

(ｱ) 過去に同種事故の発生がない。原告が指摘する本件護岸崩壊事象の発

生原因は，河川の洗掘によるものであり，大雨による増水ではない。

(ｲ) 甲川は，特に危険性を有する河川ではない。

一般に，いかなる河川も降雨量が多ければ急激に水位が上昇するので

あり，反対に，降雨量が少なければ急激に水位が上昇することはない。

本件では，本件事故当時，本件事故現場付近において，比較的強い雨

が降っていたというのであるから，急激に水位が上昇したとしても，そ

れは甲川が特に危険性を有する河川ということにはならない。現に，２

０年来行ってきた甲川の除草作業において，従前請け負った業者から甲
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川が特別な危険を有する河川であるとの報告を受けたこともなく，周辺

住民から，甲川で急激な水位上昇があるとの指摘を受けたこともなかっ

た。

ウ 被告木津川市には，本件事故発生の結果回避可能性がない。

(ｱ) ｄは，本件事故当時，降雨のため，川底で除草作業を継続することの

危険性を認識し，ｆ及びｃに対して，一旦除草作業を中断させ，岸上へ

上がるよう指示し，同指示によって実際にｆ及びｃは，岸上へ待避して

いる。

(ｲ) 現場代理人（ｄ）の指示がないにもかかわらず，作業員（ｆ及びｃ）

が無断で再び川底に降りたという，注文者が想定できない行為によって

本件事故が発生したものであるから，被告木津川市には，本件事故発生

の結果回避可能性がない。

エ 被告木津川市は，本件工事に関する事故防止のための注意義務を尽くし

ている。

(ｱ) 本件工事は，入札参加指名業者を建設工事等競争入札業者選定会で決

定し，指名業者に対して，特記仕様書（乙Ａ１）を含む入札通知書及び

設計図書一式を有償で交付して，指名競争入札の方法により落札者を決

定した。被告会社は，設計図書一式（位置図を含む ）を参考に，現場。

状況を確認した上で落札した。

(ｲ) 特記仕様書（乙Ａ１）には 「土木工事共通仕様書（案 （平成１６， ）」

年２月，京都府 （以下「共通仕様書」という （乙Ａ２）に準じて施） 。）

工するほか，特記仕様書により施工する旨規定されている。

(ｳ) 共通仕様書には 「請負者は，土木工事安全施工技術指針（国土交通，

省大臣官房技術審議官通達，平成１３年３月２９日）及び建設機械施行

安全技術指針（建設省建設経済局建設機械課長平成６年１１月１日）を

参考にして，常に工事の安全に留意し現場管理を行い災害の防止を図ら
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なければならない」旨及び「請負者は，豪雨，出水，土石流，その他天

災に対しては，天気予報などに注意を払い，常に災害を最小限に食い止

」 。めるため防災体制を確立しておかなくてはならない 旨規定されている

(ｴ) 以上のとおり，被告木津川市は，本件工事を被告会社に注文するにあ

たって，特記仕様書及び共通仕様書を交付することをもって，適切な指

図及び注文をしているのであって，本件工事に関する事故防止のために

注意義務を尽くしている。

( ) 争点( )（被告木津川市の過失とｃの死亡との間の因果関係の有無）4 4

（原告らの主張）

ア ｈとｄとの間で，本件工事の作業範囲等に関する打合せがなされた際，

， （ ， ）ｈが 甲川の危険性 降雨の後 急激に水位が上昇する可能性が高いこと

について具体的な説明をしていれば，ｆ及びｃが道具を引き上げるために

川底に降りるという危険な行為に及ぶことはなく，ｃが本件事故により死

亡することはなかった。

イ したがって，被告木津川市の過失とｃの死亡との間に相当因果関係があ

ることは明らかである。

（被告木津川市の主張）

ア 原告らの主張アは否認し，同イは争う。

イ ｄは，本件事故当時，強い雨が降ったために，川底で除草作業を継続す

ることの危険性を認識し，ｆ及びｃに対して，一旦除草作業を中断させ，

岸上へ上がるよう指示し，同指示によって実際にｆ及びｃは，岸上へ待避

している。このことからみて，被告会社は，本件工事に伴う危険性をふま

え，被告木津川市から遵守を求められていた注意義務を尽くしているもの

というべきである。

エ したがって，仮に，被告木津川市に何らかの過失があったとしても，ｄ

が，ｆ及びｃに対して，一旦除草作業を中断させ，岸上へ上がるよう指示
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した時点において，被告木津川市の過失とｃの死亡との間の因果関係は切

断されたものというべきである。

( ) 争点( )（過失相殺の可否）5 5

（被告木津川市の主張）

ア ｃは，降雨が続いている中，現場代理人（ｄ）の指示があるまで，岸上

で待機するべき注意義務があった。

イ しかるに，ｃは，上記注意義務を怠り，ｄの指示がないのに無断で再び

甲川の川底に入るという非常識な行為をしたものである。

ウ したがって，仮に，被告木津川市に民法７１６条の責任が認められたと

しても，ｃに相当割合の過失相殺がなされるべきであり，被告木津川市の

過失割合は，１割を上回るものではない。

（被告会社の主張）

ア 被告木津川市の主張アイを援用する。

イ 仮に，被告会社に民法４１５条の責任又は７０９条の責任が認められた

としても，ｃに相当割合の過失相殺がなされるべきである。

（原告らの主張）

ア 被告木津川市の主張アイは否認し，同ウ及び被告会社の主張イは争う。

イ 被告木津川市が被告会社に対して，甲川の危険性（降雨の後，急激に水

位が上昇する可能性が高いこと）を告知していなかったので，ｃも上記危

険性を認識していなかった。したがって，ｃにおいては，最初にｄの指示

に従い，ｆとともに川底に道具を置いたまま岸上に上がった際にも，その

行為が鉄砲水による生命に対する差し迫った危険を回避する行動であると

いう認識を有していなかったため，雨が小降りになった後に川底に置いた

ままの道具を引き上げるため，再度川底に降りたのであり，ｃの上記行為

は 「非常識な行為」ではない。，

ウ したがって，仮に，ｃがｄの了解を得ずに再度川底に降りたという事実
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があったとしても，甲川の危険性（降雨の後，急激に水位が上昇する可能

性が高いこと）を告知しなかった被告木津川市との関係において，ｃがｄ

の了解を得ずに再度川底に降りたことをもって，過失相殺の対象とするの

は，ｃにとって著しく酷であり，正義に反する。

( ) 争点( )（原告らの損害）の主張6 6

（原告らの主張）

ア 葬儀関係費用 ２２５万６９３７円

(ｱ) 葬儀費用 １５０万円

(ｲ) 墓石代 ２３万円

(ｳ) 墓地使用料 １９万０９３７円

(ｴ) 仏壇購入費 ３３万６０００円

(ｵ) 小計 ２２５万６９３７円

イ 診断書料 ３万円

ウ 逸失利益 ２６０１万４４２９円

ｃは，本件事故当時２３歳であり，被告会社の従業員として勤務してい

たものであるから，逸失利益算定にあたっての基礎収入を，平成１８年度

賃金センサス男子・中卒・２０歳ないし２４歳の平均年収２９６万５３０

０円とするべきである。就労可能年数を４３年（ライプニッツ係数１７．

５４５９）とし，生活費控除率を５０パーセントとすると，上記金額とな

る。計算式は，２９６万５３００円×（１．０－０．５）×１７．５４５

９＝２６０１万４４２９円（１円未満切り上げ）である。

エ 慰謝料 ２２００万円

オ 小計 ５０３０万１３６６円

カ 弁護士費用 ５００万円

キ 小計 ５５３０万１３６６円

ク 既払金控除後の小計 ５００４万０３０６円
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遺族補償一時金４８０万２０００円及び葬祭料４５万９０６０円（合計

５２６万１０６０円）を控除すると，上記金額となる。

ケ 相続 各２５０２万０１５３円

原告ａ及び同ｂは，ｃの損害賠償請求権を，各２分の１の割合で相続し

た。計算式は，５００４万０３０６円×１／２＝２５０２万０１５３円で

ある。

（被告らの主張）

不知ないし争う。

第３ 当裁判所の判断

１ 争点( )（本件事故態様 ，( )（被告会社の注意義務違反〔安全配慮義務違1 2）

反〕の有無）について

( ) 前記当事者間に争いのない事実等，証拠（乙Ａ１９，乙Ｂ１ないし４，証1

人ｇ，証人ｆ，被告会社代表者ｄのほか後掲のもの）及び弁論の全趣旨によ

れば，以下の事実を認めることができる。

ア 本件請負契約の内容

被告会社は，前判示のとおり，主として，上下水道工事の請負を行って

いる。被告会社は，従前から，被告木津川市発注の上記工事を請け負い，

工事を施工していたことから，京都府発行の共通仕様書（乙Ａ２）を被告

木津川市から有償で入手していた（乙Ａ１６の１ないし３，乙Ｂ４ 。）

被告会社は，平成１９年６月２７日，被告木津川市との間で本件請負契

約を締結した。被告会社は，被告木津川市との間で，本件請負契約におい

て，仕様書を含む設計図書に従って上記契約を履行すること（乙Ａ３－１

頁 ，現場代理人（本件請負契約の履行に関し，工事現場に常駐し，その）

運営，取締り等を行う ）を定め被告木津川市に通知すること（同３頁）。

を合意した。仕様書のうち，特記仕様書（乙Ａ１）には 「共通仕様書に，

， 。」 ， ，準じて施工するほか 特記仕様書により施工するものとする と また
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共通仕様書（乙Ａ２）には 「請負者（被告会社）は 『土木工事安全施， ，

工技術指針』を参考にして，常に工事の安全に留意し現場管理を行い災害

の防止を図らなければならない （乙Ａ２－１６頁 「請負者（被告会。」 ），

社）は，施工計画の立案に当たっては，既往の気象記録及び洪水記録並び

に地形等現地の状況を勘案し，防災対策を考慮の上施工方法及び施工時期

を決定しなければならない （同－１７頁）とそれぞれ規定されている。。」

そして，上記技術指針（乙Ａ１７）には 「気象の状況に応じて作業を中，

止すること （乙Ａ１７－３２頁 「河川及び海岸工事を安全に実施する」 ），

ため，次の事項について調査を行い，施工方法の決定に役立たせること。

①上流域の降雨量と水位，流量の状況及びダムの状況，②水深，地形，地

質状況 （同１４０頁 「出水，暴風雨，波浪等の際には，避難又は公衆」 ），

災害防止の処置を講じること 「避難場所，方法，設備等はあらかじめ」，

検討し，準備しておくこと （同１４１頁 「鉄砲水が起こるおそれのあ」 ），

る河川では，特に出水に対しての避難対策を講じておくこと （同１４２」

頁）と規定されている。

イ 本件事故現場付近の状況等

(ｱ) 甲川の状況は，別紙図面２（甲４）記載のとおりである。甲川の起点

上流 には 丁住宅地 別紙図面２の赤色で囲まれた部分 以下 本（ ） ， （ ）（ 「

件住宅地」という ）が広がっており，本件住宅地の暗渠から甲川へと。

雨水等が流れ込むようになっている（暗渠の配置は，別紙図面２の水色

で示した部分である 。甲川の終点（下流）には戊川があり，甲川は。）

戊川に合流して河口へと向かう。甲川の全長は，約７８０メートルであ

る（甲１４の１ 。）

(ｲ) 本件事故現場付近の状況は，別紙図面１のとおりである。本件事故現

場付近における甲川の川幅は約４．８メートルである（甲１４の１，弁

論の全趣旨 。晴天時における甲川の水位は，約２０ないし２５センチ）
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メートルである。

ウ 本件事故当日の雨量等

平成１９年７月２６日（本件事故当日）の己観測所及び庚観測所におけ

る雨量の観測結果は，以下のとおりである（甲１７の１，２，乙Ａ１０の

１，２ 。なお，本件事故現場と上記各観測所及び戊川の位置関係は，別）

紙図面３（甲１７の６）記載のとおりである。

(ｱ) 己観測所午後２時１０分・０㎜／ｈ

同 ２時２０分・１㎜／ｈ

同 ２時３０分・２㎜／ｈ

同 ２時４０分・３㎜／ｈ

同 ２時５０分・０㎜／ｈ

(ｲ) 庚観測所午後２時１０分・１㎜／ｈ

同 ２時２０分・０㎜／ｈ

同 ２時３０分・０㎜／ｈ

同 ２時４０分・０㎜／ｈ

同 ２時５０分・０㎜／ｈ

また，同日の辛における戊川の水位の観測結果は，以下のとおりである

（甲１７の３，４，乙Ａ９の１，２ 。）

(ｱ) 午後２時 ・０．０１メートル

(ｲ) 午後２時１０分・０．００メートル

(ｳ) 午後２時２０分・０．００メートル

(ｴ) 午後２時３０分・０．１４メートル

(ｵ) 午後２時４０分・０．３４メートル

(ｶ) 午後２時５０分・０．４１メートル

(ｷ) 午後３時 ・０．４１メートル

(ｸ) 午後３時１０分・０．４０メートル
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(ｹ) 午後３時２０分・０．３６メートル

(ｺ) 午後３時３０分・０．６９メートル

(ｻ) 午後３時４０分・０．８０メートル（最高値）

(ｼ) 午後３時５０分・０．６０メートル

(ｽ) 午後４時 ・０．５４メートル

(ｾ) 午後５時 ・０．４５メートル

(ｿ) 午後６時 ・０．３３メートル

エ 本件事故の態様等

(ｱ) 被告木津川市は，従前から，甲川の管理の一部として，川底の草刈り

を含む除草作業を業者に発注して実施してきた（乙Ａ１９ 。被告会社）

は，今回，初めて上記の除草作業を請け負った（したがって，ｆ及びｃ

が川底の草刈りを行うのは，今回が初めてである ）が，前判示のとお。

り，従前から共通仕様書を入手しており，また，特記仕様書にしたがっ

て工事を施工しなければならないことを承知していた。ｄは，被告木津

川市から，甲川の上流は本件住宅地であり，本件住宅地の雨水が甲川に

来るとの説明を受けた（被告会社代表者ｄ－１６，１７頁 。）

(ｲ) 被告会社は，平成１９年７月２６日，現場代理人であるｄが監視業務

を，従業員であるｆ及びｃが現実の作業をそれぞれ担当して，上記の除

草作業を行っていた。

(ｳ) 同日午後１時３０分ころ，ｆ及びｃは，丙丁駅南側で甲川の川底の草

刈りを始めた。この時点における甲川の水位は，２０ないし２５センチ

メートル程度であった。

(ｴ) 同日午後２時５分ころ，ｆ及びｃが，別紙図面１のＡ地点付近で，甲

川の川底の草刈りをしていたところ，強い雨が降り始めた。

(ｵ) 同日午後２時８分ころ，同図面のＢ地点付近で監視業務に従事してい

たｄは，ｃ及びｆに対し，右手を上に上げて川底から上がるように指示
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し，ｆ及びｃは，同図面のＡ地点付近にフォーク，レーキ等の道具（以

下「本件道具」という ）を置いたまま，岸上に上がった（ｄは 「上。 ，

がれ」と声を掛けたが，距離が離れていたため，ｆ及びｃまで届かなか

った。ｆ及びｃは，ｄの声は聞こえなかったものの，ｄの合図を見て，

上記のとおり待避した 。。）

(ｶ) 同日午後２時８分ころから同日午後２時１８分ころまでの間，ｄは，

同図面のＤ地点付近（丙線高架下）で待機し，ｆ及びｃは，同図面のＣ

地点付近（壬線高架下）で待機した。同図面のＤ地点とＣ地点とは距離

， ， ，が離れ その間で湾曲し また雑草が生い茂っていたため見通しが悪く

Ｄ地点付近で待機していたｄから，Ｃ地点付近で待機していたｆ及びｃ

の様子を見ることは困難であったが，ｄは，雨が降れば増水することは

常識であり，夕立のような雨であったことから，ｆ及びｃが川底に降り

ることはないものと考えていた（被告会社代表者ｄ－１５頁 。これに）

対し，ｆは，雨宿りないし降雨中の休憩が目的であると考えており，危

険だから上がろうという認識ではなかった（証人ｆ－１２頁 。）

(ｷ) 同日午後２時１８分ころ，雨が小降りになったことから，ｆは，増水

して本件道具が流されないように，増水する前に本件道具を取って来よ

うと考え（証人ｆ－１６，１７頁 ，ｃに対し待機しているようにと指）

示し，川底に降りて本件道具を取りに戻ったが，ｃも，ｆに続いて川底

に降りて本件道具を取りに戻った。

(ｸ) 同日午後２時２０分ころ，ｆ及びｃは，本件道具を持ち上げたとき，

甲川の水位が急激に上昇し，下流に流された。ｄは，そのころ，ｆ及び

ｃが川底に降りていることに気付いたが，待避の指示を出す間もなく，

ｆ及びｃが下流に流された。

(ｹ) 同日午後２時２０分ないし２１分ころ，同図面のＤ地点で待機してい

たｄは，上記Ｄ地点で竹竿を差し出したが，ｆ及びｃを救出することは



20

できなかった。同日午後２時２１分ないし２２分ころ，ｆは，同図面の

Ｅ地点で被告会社が設置していた二連梯子（乙Ｂ４－３頁）に掴まった

が，ｃは掴まることができなかった。同日午後２時２３分ころ，ｄは，

流されていくｆ及びｃを同図面のＦ地点まで追い掛け，携帯電話で被告

会社の事務所に指示して，被告会社の事務所から消防・警察・ｆ及びｃ

の家族に連絡を行った。ｄは，ｆ及びｃを見失い，その後，ｆは，自力

で岸上にはい上がったが，ｃは，同日午後３時１５分ころ，１．２キロ

メートル下流で発見され，ｉ病院に救急搬送されたが，同日午後２時３

０分ころ（推定）死亡したとの診断を受けた（甲３ 。）

オ 事後措置

京都南労働基準監督署長は，被告木津川市に対し，本件事故後，①同種

工事の発注に際して，あらかじめ作業場所から上流の河川及びその周辺の

状況を調査し，記録しておくこと，②労働者に危険を及ぼすと認められる

， ，調査結果があれば その情報を請負業者に書面等により必ず伝達すること

③本件工事は，過去約２０年間にわたり毎年実施されていることから，本

件事故の発生原因を究明するとともに，その予防策を講じた上で，工事の

発注を行うことを文書指導した（甲２３，調査嘱託の結果 。）

被告木津川市は，京都南労働基準監督署の上記指導を受けて，本件事故

現場付近に，水位センサー及び赤・黄回転灯を設置した（乙Ａ４ないし

６ 。）

カ その他

本件事故発生の前である平成９年７月１３日，同月７日からの梅雨前線

， ， ，による豪雨のため 本件事故現場の下流で 延長約５８メートルにわたり

甲川右岸側護岸ブロックが崩壊した（具体的には，護岸ブロックにクラッ

クが入り，護岸ブロックの背面が陥没し，護岸ブロックの背面に空隙が生

じ，護岸ブロックが沈下した （本件護岸崩壊事象 （甲１４の１ 。本。） ） ）



21

件護岸崩壊事象は，河川の洗掘により生じたものである（甲１４の１－５

４，６３ないし６５枚目 。その際，水位は，甲川の横の歩道まで達して）

いた（甲１４の１－４７枚目 。）

本件事故と同様の事故（甲川の水位が上がり，川底で草刈りをしていた

作業員が下流に流される事故）が本件事故前に発生したことはない。

( ) 前判示のとおり，ｄ（被告会社代表者）は，被告木津川市から，甲川の上2

， ，流は本件住宅地であり 本件住宅地の雨水が来るとの説明を受けていたこと

ｄは，現場代理人として，本件請負契約の履行に関し，工事現場に常駐し，

その運営，取締り等を行うべき立場にあったこと，ｄは，本件事故当日（平

成１９年７月２６日 ，現場代理人として，別紙図面１のＢ地点付近で，従）

業員であるｆ及びｃの作業を監視していたこと，ｄは，強い雨が降り始めた

ことから，同図面のＡ地点付近で，甲川の川底の草刈りをしていたｆ及びｃ

に対し，右手を上に上げて川底から上がるように指示し，ｆ及びｃは，同図

面のＡ地点付近に本件道具を置いたまま，岸上に上がり，同図面のＣ地点付

近（壬線高架下）で待機したこと（ｄは 「上がれ」と声を掛けたが，距離，

が離れていたため，ｆ及びｃまで届かなかったこと ，ｄは，同図面のＣ地）

点から距離が離れ，その間で湾曲し，また雑草が生い茂っていたため見通し

が悪い，同図面のＤ地点付近で待機したこと，ｆは，雨が小降りになったこ

とから，増水して本件道具が流されないように，増水する前に本件道具を取

って来ようと考え，川底に降りて本件道具を取りに戻り，同図面のＣ地点で

待機するように指示されたｃも，ｆに続いて川底に降りたこと，ｄは，同図

面のＤ地点から同図面のＣ地点で待機していたｆ及びｃの様子を見ることは

困難であったが，雨が降れば増水することは常識であり，夕立のような雨で

， ，あったことから ｆ及びｃが川底に降りることはないものと考えていたこと

， （ ，ｆ及びｃが 川底の草刈りを行うのは今回が初めてであること したがって

ｆ及びｃは，川底の草刈りに伴う危険性を十分には理解していなかったこと



22

が推認できること）がそれぞれ認められる。上記認定の事実関係によれば，

①ｄ（被告会社代表者）は，本件事故当日，本件事故現場で雨が降り始めた

時点において，甲川の水位が上昇し，川底で作業していたｆ及びｃに危険が

及ぶ可能性を具体的に予見することができたこと，②ｄは，上記可能性を具

体的に予見したことから，ｆ及びｃに対し，岸上への待避を指示したこと，

③ｄは，ｆ及びｃの待機場所（同図面のＣ地点付近）と距離が離れているこ

と等で見通しの悪い Ｄ地点付近で待機し ｆ及びｃに対し 待避の理由 水， ， ， （

位が上昇しｆ及びｃに危険が及ぶ可能性があること）を説明し，待避解除の

指示があるまで待避するべきことを具体的に指示することがなかったこと，

④ｆは，水位が上がる可能性を認識していたものの，ｄが岸に上がるように

指示した理由を雨宿りであると理解し，雨が小降りになったことから，増水

する前に本件道具を取って来ようと考え，川底に降りて本件道具を取りに戻

り，ｃがこれに追随したことがそれぞれ認められる。

( ) 以上によれば，ｄ（被告会社代表者）は，本件事故当日，本件事故現場で3

雨が降り始めた時点において，甲川の水位が上昇し，川底で作業していたｆ

及びｃに危険が及ぶ可能性を具体的に予見することができ，かつ，具体的に

予見したにもかかわらず，河川における作業の危険性を十分には理解してい

なかったｆ及びｃに対し，岸上への待避を指示しただけで，待避の理由（水

位が上昇しｆ及びｃに危険が及ぶ可能性があること）を説明することなく，

しかも，待避解除の指示があるまで待避するべきことを具体的に指示するこ

とがなかったため，本件事故が発生したから，被告会社は，民法７０９条に

基づき，ｃに生じた損害を賠償するべき義務を負う。

１ 争点( )（被告木津川市の注文・指図について過失の有無）について3

( ) 前判示のとおり，被告会社は，被告木津川市との間で締結した本件請負契1

約において，仕様書を含む設計図書に従って上記契約を履行すること等を合

意し，共通仕様書には 「請負者（被告会社）は 『土木工事安全施工技術， ，
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指針』を参考にして，常に工事の安全に留意し現場管理を行い災害の防止を

図らなければならない 「請負者（被告会社）は，施工計画の立案に当た。」，

っては，既往の気象記録及び洪水記録並びに地形等現地の状況を勘案し，防

災対策を考慮の上施工方法及び施工時期を決定しなければならない 」とそ。

れぞれ規定されていたこと，甲川の上流には，本件住宅地が広がり，本件住

宅地の暗渠から甲川へと雨水等が流れ込むようになっていること，ｄは，被

告木津川市から，甲川の上流は本件住宅地であり，本件住宅地の雨水が甲川

に来るとの説明を受けたこと，被告木津川市は，従前から，甲川の管理の一

部として，川底の草刈りを含む除草作業を業者に発注して実施してきたが，

本件事故と同様の事故（甲川の水位が上がり，川底で草刈りをしていた作業

員が下流に流される事故）が本件事故前に発生したことはないこと，ｄは，

本件事故当日，現場代理人として，従業員であるｆ及びｃの作業を監視して

いたところ，強い雨が降り始めたことから，甲川の川底で草刈りをしていた

ｆ及びｃに対し，右手を上に上げて川底から上がるように指示し，ｆ及びｃ

は，岸上に上がったことがそれぞれ認められる。

( ) 上記認定の事実関係，殊に，共通仕様書には，被告会社が地形等現地の状2

況を勘案して防災対策等を考慮の上施行方法を決定しなければならないもの

とされていること，ｄ（被告会社代表者）は，被告木津川市から，本件事故

現場のある甲川の上流は本件住宅地であり，本件住宅地に降った雨水が甲川

に来るとの説明を受けた上で，本件事故当日，甲川の川底で草刈りをしてい

たｆ及びｃに対し，待避の指示をしていることからすれば，被告会社は，本

件事故現場付近の地形等に関する被告木津川市の説明を受け，本件事故現場

付近の地形及び気象状況等を勘案して，実際に防災対策（従業員に対する待

避の措置）を講じていたことが認められる。

以上によれば，被告木津川市に，注文主として被告会社に対する注文又は

指図について過失があるとの原告らの主張は，理由がない。
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( ) なお，前判示のとおり，被告木津川市は，本件事故後，京都南労働基準監3

督署長から受けた文書指導を受け，本件事故現場付近に，水位センサー及び

赤・黄回転灯を設置したこと，河川の洗掘により本件護岸崩壊事象が生じた

際，甲川の水位が歩道まで達していたことがそれぞれ認められ，本件事故前

に上記措置を講じることが望ましく，また，本件請負契約締結時に被告会社

に対し，本件護岸崩壊事象が生じた際の水位の高さについて具体的に説明し

ていた場合に，本件事故の発生を回避することができた可能性があることを

否定することはできないものの，上記事実から，被告木津川市に上記過失が

あったものと推認することはできない。

( ) したがって，争点( )（被告木津川市の過失とｃの死亡との間の因果関係4 4

の有無）について判断するまでもなく，原告らの被告木津川市に対する請求

は，理由がない。

１ 争点( )（過失相殺の可否）について5

( ) 前判示のとおり，ｆは，雨が小降りになったことから，増水して本件道具1

が流されないように，増水する前に本件道具を取って来ようと考え，川底に

降りて本件道具を取りに戻り，別紙図面１のＣ地点付近で待機するように指

示されたｃも，ｆに続いて川底に降りたこと，ｄは，雨が降れば増水するこ

とは常識であり，夕立のような雨であったことから，ｆ及びｃが川底に降り

ることはないものと考えていたことがそれぞれ認められる。上記認定の事実

関係によれば，ｃには，ｄから待避解除の指示を受けていないにもかかわら

ず，川底に本件道具を取りに戻った過失があるものというべきである。

( ) もっとも，前判示のとおり，ｃは，ｆから別紙図面１のＣ地点付近で待機2

するように指示されたとはいえ，被告会社における立場（ｆは昭和５６年か

ら被告会社の前身であるｅに勤務しているのに対し，ｃは平成１９年２月か

ら被告会社に正社員として勤務していた ）を考慮すると，川底に本件道具。

を取りに戻るｆに追随したことにはやむを得ないところがあったものと考え
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られる。

( ) そして，本件事故における過失割合は，ｃ３０パーセント，被告会社７０3

パーセントと認めるのが相当である。

１ 争点( )（原告らの損害）について6

( ) 証拠（後掲のもの）によれば，ｃは，以下のとおり損害を被ったものと認1

められる。

ア 葬儀関係費用 １５０万円

説明・証拠（甲２４のほか後掲のもの）によれば，ｃの葬儀費用として

合計２４２万８３２７円を要したこと（内訳は，葬儀代・会食費等１２８

万１３９０円〔甲７の１ないし３ ，斎場使用料６万円〔甲７の４ ，墓〕 〕

石工事代（巻石工事代）２３万円〔甲８ ，墓地使用料として東山墓地永〕

代使用に係る共益費１１万５０００円及び平成１９年度使用料７万５９３

７円〔甲９，１０ ，仏壇仏具費用３３万６０００円〔甲１１ ，僧侶に〕 〕

対する礼金３３万円である ）を要したことが認められる。弁論の全趣旨。

によれば，このうち１５０万円を本件事故と相当因果関係ある損害と認め

るのが相当である。

イ 死体検案書作成料 ３万円

説明・ｃの死体検案書作成料として，上記金額を認めるのが相当である

（甲３，１２ 。）

ウ 逸失利益 ２２８５万０５８８円

， （ ， ， ，説明・当事者間に争いがない事実等 証拠 甲２４ ２５ 原告ａ本人

被告会社代表者ｄ）及び弁論の全趣旨によれば，ｃは，中学卒業後，平成

１９年２月から被告会社に正社員として勤務し，平成１９年２月から同年

７月までの約半年間に７３万４８００円（１年間では約１４６万９６００

円〔平成１９年度賃金センサス産業計・企業規模計・男性労働者・小学・

新中卒・２０歳から２４歳までの平均年収２８７万５９００円の約５１．
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１パーセント ）の収入を得ていたこと，そして，控えめに見て，ｃは，〕

本件事故に遭わなければ，平成１９年度賃金センサス産業計・企業規模計

・男性労働者・小学・新中卒・全年齢平均による年収４３１万２４００円

の６０パーセントの収入を６７歳まで得ることができた蓋然性を認めるこ

とができる。そこで，基礎収入を上記年収４３１万２４００円の６０パー

セント相当額２５８万７４４０円，生活費控除率を５０パーセントとし，

ライプニッツ係数を乗じて中間利息を控除すると，上記金額となる。計算

式は，２５８万７４４０円×（１．０－０．５）×１７．６６２７＝２２

８５万０５８８円（１円未満切り捨て）である。

エ 慰謝料 ２５００万円

， ， ，説明・本件事故の態様 ｃの年齢 家族関係等諸般の事情を考慮すると

上記金額を認めるのが相当である。

オ 小計 ４９３８万０５８８円

カ 過失相殺減額後の損害 ３４５６万６４１１円

説明・前判示のとおり，本件事故における過失割合は，ｃ３０パーセン

ト，被告会社７０パーセントと認めるのが相当であるから，３０パーセン

トの過失相殺減額を行うと上記金額となる。計算式は，４９３８万０５８

８円×（１．０－０．３）＝３４５６万６４１１円（１円未満切り捨て）

である。

( ) 原告ａの損害2

ア 相続 １７２８万３２０５円

説明・原告ａは，ｃの上記損害賠償請求権３４５６万６４１１円２分の

１の割合で承継した。計算式は，３４５６万６４１１円÷２＝１７２８万

３２０５円（１円未満切り捨て）である。

イ 既払金控除後の損害 １２０２万２１４５円

説明・証拠（甲１３）によれば，原告ａは，労働者災害補償保険から合
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計５２６万１０６０円（内訳は，遺族補償一時金４８０万２０００円，葬

祭料４５万９０６０円である ）の給付を受けているから，これを原告ａ。

の損害から控除する（逸失利益から遺族補償一時金を控除し，葬儀費用か

ら葬祭料を控除する）と，上記金額となる。計算式は，１７２８万３２０

５円－５２６万１０６０円＝１２０２万２１４５円である。

ウ 弁護士費用 １２０万円

説明・本件事案の難易，請求額，認容された額その他諸般の事情によれ

ば，本件事故と相当因果関係のある損害としては，上記金額を認めるのが

相当である。

オ 合計 １３２２万２１４５円

( ) 原告ｂの損害3

ア 相続 １７２８万３２０５円

説明・原告ｂは，ｃの上記損害賠償請求権３４５６万６４１１円２分の

１の割合で承継した。計算式は，３４５６万６４１１円÷２＝１７２８万

３２０５円（１円未満切り捨て）である。

イ 弁護士費用 １７３万円

説明・本件事案の難易，請求額，認容された額その他諸般の事情によれ

ば，本件事故と相当因果関係のある損害としては，上記金額を認めるのが

相当である。

ウ 合計 １９０１万３２０５円

１ 以上の次第で，原告ａの本訴請求は，被告会社に対し，１３２２万２１４５

円及びこれに対する本件事故の日である平成１９年７月２６日から支払済みま

で民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求める限度で理由があ

り，被告会社に対するその余の請求及び被告木津川市に対する請求は理由がな

い。原告ｂの本訴請求は，被告会社に対し，１９０１万３２０５円及びこれに

対する本件事故の日である平成１９年７月２６日から支払済みまで民法所定の
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年５分の割合による遅延損害金の支払を求める限度で理由があり，被告会社に

対するその余の請求及び被告木津川市に対する請求は理由がない。

よって，主文のとおり判決する。

京都地方裁判所第４民事部

裁判長裁判官 池 田 光 宏

裁判官 井 田 宏

裁判官 園 部 伸 之


